
（平成２３年８月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 43 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 32 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 5892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 39年７月までの期間及び 41年 10月から 43年

７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、保険料納付済期間とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 39年７月まで 

             ② 昭和 41年 10月から 43年７月まで 

    私は、昭和 49年 12月にＡ社を退職後、国民年金保険料を 36年４月まで

遡って納付し、65歳となった平成 15年＊月から現在まで、申立期間を含め

て老齢基礎年金を受給しているところ、23 年３月になって、年金事務所の

職員から、申立期間が厚生年金保険の加入期間と重複することが判明したた

め、保険料を還付し、当該厚生年金保険の加入期間は既に脱退手当金を受給

済みであるので、申立期間は年金受給額に反映されない期間となる旨の説明

を受けた。 

    しかし、今になって、30 年以上前に納付した国民年金保険料を還付する

と言われても納得できないので、申立期間をそのまま国民年金の納付済期間

として、これまでどおりの年金額を受給できるようにしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、平成 23 年１月に厚生年金保険の加入期間と国民年金

被保険者期間を記録統合するまでは、国民年金の強制加入期間として記録さ

れ、第２回特例納付によって納付済みとされていたが、この記録統合によって、

申立期間は、本来国民年金に加入することができない厚生年金保険の加入期間

との重複期間であることが判明したため、申立期間の国民年金保険料は、制度

上は還付されるべきものである。 

しかしながら、行政側に本来納付できない厚生年金保険の加入期間を含む期

間の特例納付の納付書を作成したという誤りが有る上、申立人が当該納付書に

より納付した申立期間の国民年金保険料が現在まで還付処理されずに長期間



国庫歳入金として扱われており、申立期間の厚生年金保険の加入期間について

は、脱退手当金が支給済みであり、厚生年金保険の年金受給額の算定基礎とな

らないことを踏まえると、平成 15年 11月から老齢基礎年金を受給している申

立人の記録について、23 年１月になって申立期間を含む厚生年金保険の加入

記録が基礎年金番号に登録されたことにより、制度上、国民年金の被保険者と

なり得ないことを理由として申立期間の保険料を還付し、保険料納付済期間と

しないことは、信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人の納付記録については、

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として取り扱うべきものと認められ

る。



大阪国民年金 事案 5893 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年 10月から 61 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47年５月から同年７月まで 

② 昭和 48年１月 

③ 昭和 50年２月から 52年３月まで 

④ 昭和 60年 10月から 61年３月まで 

⑤ 昭和 62年４月から 63年３月まで 

⑥ 平成２年２月及び同年３月 

私は、60歳になった頃に社会保険事務所（当時）へ年金相談に行った際、

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることを知った。社会保険事務

所で調査してもらったが、保険料が納付された記録が確認できないとの回答

であった。しかし、私は、失業している期間も貯金があり、経済的に困って

いたことはなく、保険料は納付していた。 

申立期間①、②及び③の国民年金保険料は母が納付し、申立期間④、⑤及

び⑥の保険料は自身が納付したが、それらの期間の保険料が未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金手帳及び国民年金手帳記号番号払出簿を見る

と、申立人の国民年金の加入手続は、昭和 44 年５月頃に行われたと推定でき

る上、申立人に係るオンライン記録を見ると、申立人は 60年９月 28日から平

成元年６月 21 日まで国民年金被保険者資格を有していたことが確認できるこ

とから、申立人が、申立期間④の国民年金保険料を納付することは可能である。 

また、オンライン記録を見ると、申立人の昭和 52 年４月から 62 年３月ま

での国民年金保険料については、申立期間④を除き、現年度納付されている。 



さらに、申立人は、申立期間当時、住所変更は無い上、生活状況に特別な

変化はなく、申立期間④の国民年金保険料を納付することが困難な経済状況に

なかったと陳述している。 

以上のことから、申立人が６か月と短期間である申立期間④の国民年金保

険料を未納のまま放置したとは考え難い。 

加えて、申立期間④直前の納付記録について、オンライン記録を見ると、

昭和 60 年４月から同年９月までの国民年金保険料が納付されていたにもかか

わらず未納とされていたため、同年 11 月に納付済期間に記録が訂正されてい

る。その後、59 年 10 月から 60 年８月までの期間が厚生年金保険の加入期間

であることを理由として、保険料が還付されたが、同年９月まで誤還付したこ

とから、平成 20 年４月に納付済期間に記録が訂正されている。このように、

記録管理に事務的過誤が認められることから、申立期間④の納付記録について

も何らかの事務的過誤があった可能性を否定できない。 

しかし、申立期間①及び②については、申立人が所持する国民年金手帳及

びＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人は、昭和 45 年７月１日に国

民年金被保険者資格を喪失し、50 年４月１日に資格を再取得するまで、申立

期間①及び②において、資格を取得した記載は無い上、オンライン記録を見て

も、申立期間①及び②における資格の取得の記録は平成３年４月 20 日に追加

されていることが確認でき、この記録が追加されるまでは、申立期間①及び②

は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することがで

きない。 

また、申立期間③については、オンライン記録を見ると、当初、国民年金

被保険者資格の取得日は昭和 50年４月１日とされていたが、平成３年４月 20

日付けで昭和 50年２月 21日に訂正されており、この記録の訂正が行われるま

では、申立期間③のうち、同年２月及び同年３月は国民年金の未加入期間であ

り、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間①、②及び③の国民年金保険料は申立人の母

親が納付したと陳述しており、申立人は保険料の納付に直接関与していない。

また、申立人の母親は既に亡くなっているため、当時の保険料の納付に係る事

情を把握できず、新たな周辺事情を見いだすことはできなかった。 

加えて、申立期間⑤については、申立人は、国民年金保険料を送付されて

きた納付書を使用して金融機関の窓口で自身が納付したと申し立てているが、

申立人の陳述から納付時期を特定できず、納付したとする保険料が申立期間の

保険料であったか否かは不明である上、申立人は、申立期間⑤の頃に１年ぐら

い未納の期間があったかもしれないとも陳述しており、申立期間⑤の保険料納

付につながる事情をうかがうことはできなかった。 

また、申立期間⑥については、オンライン記録を見ると、申立期間前後の

国民年金保険料はいずれも過年度納付されている上、平成３年２月から同年６



月までの期間及び４年１月から同年３月までの期間の保険料が、同年 12 月に

過年度納付されているが、この過年度納付の時点では、申立期間⑥の保険料は、

制度上、時効により納付することはできない。 

さらに、申立期間①、②、③、⑤及び⑥の国民年金保険料を納付すること

が可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国

民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60 年 10 月から 61 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



大阪国民年金 事案 5894 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から 54年３月まで 

私は、Ａ市に住んでいた時は、私と元夫の国民年金保険料を集金人に納付

していた。 

Ｂ市へ転居した昭和 50年３月頃に、元夫と共に国民年金の手続を行った。

その後、時期は覚えていないが、何かの間違いがあり私の国民年金保険料の

みが滞納となっているので一括納付するようにとの通知があった。その時、

一括では納付できなかったので、３か月分ずつに分割納付の手続をしてもら

った上で納付した記憶がある。 

申立期間の国民年金保険料が納付済みとされていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市において夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に集金人に納付

していたと申し立てている。 

そこで、申立人所持の国民年金手帳及び国民年金手帳記号番号払出簿を見る

と、申立人は、昭和 48 年９月にＡ市で加入手続を行っていることが確認でき

ることから、申立期間のうち、50 年１月から同年３月までの期間に国民年金

保険料を現年度納付することが可能である。 

また、申立人に係る特殊台帳を見ると、昭和 50年２月 22日にＡ市からＢ市

に転居していることが確認できるが、当時、Ａ市では、３か月単位で集金人に

より国民年金保険料を収納していたことから、申立人は、申立期間のうち、同

年１月から同年３月までの保険料を、Ａ市において納付することは可能であっ

たと考えられる。 

さらに、申立人の元夫に係るＢ市国民年金被保険者名簿を見ると、申立期間



のうち、昭和 50年１月から同年３月までの国民年金保険料は前住所地（Ａ市）

で納付済みと記録されている。 

加えて、申立人に係る特殊台帳及びオンライン記録を見ると、申立期間直前

の昭和 49年４月から同年 12月までの国民年金保険料は、当初、未納と記録さ

れていたが、申立人が所持していたＡ市発行の領収証書により、平成 22 年に

なって納付記録の訂正が行われているほか、申立人に係るＢ市の国民年金被保

険者名簿を見ると、「前住所で納付済」とスタンプされた昭和 49 年度の納付

記録欄は、一部消除された痕跡
こんせき

があり、その納付記録は不鮮明である。以上、

当該期間の申立人がＡ市で納付した保険料の収納記録管理における事務的過

誤を踏まえると、申立期間のうち、昭和 50 年１月から同年３月までの納付記

録にも何らかの事務的過誤があった可能性を否定できない。 

一方、申立人がＢ市へ転居した後の、申立期間のうち、昭和 50 年４月から

54 年３月までの期間については、申立人は、転居後に国民年金保険料が滞納

となっているとの通知があったので３か月分ずつに分割して納付したと申し

立てている。このことについて、申立人に聞き取り調査を行ったが、その滞納

の通知を受けた時期、分割を行った時期、分割後の納付金額、納付時期、納付

方法及び納付回数等が明らかではなく、当該期間の保険料の納付の具体的な状

況は把握できない。 

また、Ｂ市へ転居後の申立期間は 48 か月であり、これを３か月ずつ分割し

た場合、その納付書による納付は 16 回に及ぶこととなるが、これほどの回数

にわたり、国民年金保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたと

は考え難い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 50年４月から 54年３月までの国民年金保険

料を納付することが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オン

ライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより各種の氏名

検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



大阪国民年金 事案 5895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年 10 月から 55年３月までの付加保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年 10月から 55年３月まで 

私は老後の生活の安定を考えて、昭和 51 年４月に国民年金に任意加入す

ると同時に付加年金にも加入した。申立期間の直前まではＡ市内の銀行の窓

口で、Ｂ市に転居後の 54年 10月以降は当該銀行の口座から、口座振替によ

り付加保険料を含めた国民年金保険料を納付した。 

ところが、「ねんきん定期便」によると、昭和 54年 10月以降の６か月間

の付加保険料のみが未納とされている。国民年金に任意加入して以降、61

年４月に第３号被保険者になるまで、常に付加保険料を含めた国民年金保険

料を継続して納付しており、途中の６か月だけ付加保険料を未納にする理由

が考えられないので、申立期間について調査の上、年金記録を訂正してほし

い。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51年４月に国民年金に任意加入して以降、60歳となるまで

国民年金保険料を全て納付している上、付加保険料についても、加入以降 61

年４月に第３号被保険者となるまで、申立期間の６か月間を除き、その前後を

通じて全て納付しており、申立人の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が所持するＢ市の国民年金保険料口座振替通知によると、申立

期間の始期である昭和 54年 10月から、付加保険料を含む国民年金保険料（月

額 3,700円）の口座振替を開始する旨、申立人に通知されていることが確認で

きることから、申立期間について、定額保険料（月額 3,300円）のみが納付済

みとされているのは不自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険

料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 5896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年５月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年５月から同年 10月まで 

    国民年金の加入については、昭和 50 年５月に会社を退職後、はっきりと

したことは覚えていないが、自分自身でＡ市役所に出向き手続を行ったはず

である。 

国民年金保険料については、未納分を全て支払う意思があり、役所の職員

に確認しながら全てを納付したはずである。 

結婚後、夫からも、「未納期間の国民年金保険料は後からでも納付した方

がいい。」と勧められたことを覚えている。 

国民年金保険料の納付金額及び納付方法については覚えていないが、後で

まとめて納付したことは間違いない。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び特殊台帳を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、Ａ市において、昭和 50年５月 25日を国民年金被保険者資格の取

得日として、同年 11 月に払い出されており、その後、同年 11月 25日付けで

資格を喪失するまでの期間に当たる申立期間は、国民年金の加入期間として取

り扱われていたことが確認できる。 

また、申立人は、結婚した１年後の昭和 55年４月 15日に、Ｂ県からＣ市へ

転居していることが、戸籍の附票により確認できるところ、特殊台帳及び申立

人所持の年金手帳を見ると、同年６月 10 日付けで住所変更が行われており、

当時、申立人は、転居に伴う国民年金法上の変更手続を適切に行っていること

がうかがえ、また、「未納分を全て支払う意思があり、役所の職員に確認しな



がら、全ての納付をしたはずである。」と陳述しているところ、特殊台帳及び

Ｃ市保存の国民年金被保険者名簿を見ると、同市への転入直後の同年６月 30

日に、当時実施中であった第３回特例納付制度を利用して、申立期間より後の

国民年金の加入期間である、51 年 11 月から 52 年２月までの期間、同年９月

から 53年３月までの期間及び 54年５月から 55年３月までの期間の合わせて

１年 10 か月間の国民年金保険料について、一括して特例納付及び過年度納付

していることが確認できる。 

さらに、Ｃ市保存の国民年金被保険者名簿及び申立人所持の年金手帳を見て

も、上記の特例納付及び過年度納付済みとして記録されている期間と同様に、

申立期間についても国民年金の加入期間（昭和 50 年５月 25 日に取得、同年

11月 25日に喪失）として取り扱われており、申立期間の国民年金保険料につ

いても、遡って納付することは可能であったことがうかがえる。 

加えて、オンライン記録を見ると、申立人は、昭和 55 年４月以降の国民年

金保険料については、現年度納付するとともに、翌年の 56 年７月からは定額

保険料に加え、付加保険料も納付していることを踏まえると、当時、過去の未

納保険料の解消を図るとともに、将来の年金額を充実させるため、保険料の納

付意識が高まっていたことがうかがえ、そのような申立人が、複数期間にまた

がる過去１年 10 か月間の保険料を一括して納付しながら、その時点で同様に

納付可能な６か月間と短期間である申立期間の保険料のみ未納のまま放置し

たとするのは不自然である。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



大阪厚生年金 事案 11762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年 12月 15日 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社（現在は、

Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間に支給された賞与の記録が無いこと

が分かった。賞与支給明細書を提出するので、申立期間の標準賞与額を記録

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与支給明細書及びＢ社提出の支給控除一覧表から、申立人が、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与支給明細書及び支給控除一覧

表の保険料控除額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年 12月 15日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 11763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 46年５月 10日に、資格喪失日に係る記録を 47年１月

17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年５月 10日から 47年１月 17日まで 

夫の厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。

夫は申立期間も同社で継続して勤務していたことは間違いないので、厚生

年金保険被保険者であったことを認めてほしい。   

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人が、申立期

間もＡ社で継続して勤務し（昭和 46年５月 10日にＡ社Ｃ営業所から同社Ｄ営

業所に異動、同年８月 12日に同社Ｄ営業所から同社Ｅ営業所に異動、47年１

月 17日に同社Ｅ営業所から同社Ｆ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、オンライン記録によると、Ａ社Ｄ営業所及び同社Ｅ営業所は、厚生年

金保険の適用事業所ではないことが確認できることから、申立人については、

同社本社で厚生年金保険が適用されるべきであったと考えられる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所における

昭和46年４月及び同社Ｆ営業所における47年１月の社会保険事務所の記録か



ら、８万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者

報酬月額算定基礎届及び被保険者資格喪失届も提出する機会があったことと

なるが、いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録しないと

は考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得等に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 46 年５月

から同年 12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 11764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 16 年１月１日から同年４月１日までの期

間、17年１月１日から同年９月１日までの期間及び 18年１月１日から同年６

月 16 日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立

人の標準報酬月額に係る記録を、16 年１月から同年３月までは 18 万円、17

年１月から同年８月までは 20 万円、18 年１月から同年５月までは 22 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 17年６月 17日に支給された賞与に

ついて、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、申立人の当該期間に係る標準

賞与額の記録を 28万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

         

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 16年１月１日から同年４月１日まで 

             ② 平成 17年１月１日から同年９月１日まで 

             ③ 平成 18年１月１日から同年６月 16日まで 

             ④ 平成 17年６月 17日 

     厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間①から③までの期間の標準報酬月額

が、給与明細書に記載されている支給額及び保険料控除額に相当する額よ

り低い額で記録されていることが分かった。また、申立期間④に支給され

た賞与の記録が無い。 

     申立期間の給料支払明細書を提出するので、標準報酬月額及び標準賞与



額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額（標準賞与額）の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞれに基づく標準報酬

月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これらの標準報酬月額（標準賞

与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①から③までに係る標準報酬月額については、

給料支払明細書の報酬月額及び保険料控除額から、平成 16 年１月から同年３

月までは 18 万円、17年１月から同年８月までは 20 万円、18 年１月から同年

５月までは 22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、従業員の給与は毎年１月に昇給改定していたところ、社会保

険事務所への標準報酬月額に係る届出を行わないまま、当該昇給後の給与額に

基づく厚生年金保険料を申立人の給与から控除したことを認めていることか

ら、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会

保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。)を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間④に係る標準賞与額については、申立人から提出された給料

支払明細書（賞与）により確認できる賞与額及び保険料控除額から、28 万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 11765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、32 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月１日から同年 10月１日まで 

ねんきん定期便が届いたので確認したところ、昭和 51 年８月に標準報酬

月額の上限が変更されているのに、私の標準報酬月額の記録が変更されてい

ないことが分かった。 

当時の給料支払明細書から転記した給与メモを提出するので、正しい標準

報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

一方、申立人は、申立期間当時の６年にわたる毎月の給料支払明細書から転

記したとする給与メモを提出しているところ、当該給与メモに記載されている

厚生年金保険及び健康保険の保険料控除額は、申立期間を除く期間においてオ

ンライン記録から算出される保険料額と一致していること等から、当該給与メ

モは、申立人の陳述どおり、当時の給料支払明細書を元に作成されたことがう

かがえる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与メモにお



いて確認できる保険料控除額から、32万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 11766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 28 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年５月１日から 29年７月１日まで 

私は、昭和 25年７月１日から 31年２月１日まで継続して、Ｂ社でＣ部門

の責任者として勤務していたのに、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間後は同社の社名がＡ社に変わっていると年金事務所で聞いたが、

勤務期間を通じて事業主は同じで、自分自身としては、同じ事業所に継続し

て勤務していたという認識である。 

勤務期間中は事業主宅に下宿しており、毎月事業主から直接給与を受け取

っていた。給与額は一貫して、総支給額１万 5,000 円で、そこから下宿費

3,000円、厚生年金保険料 1,000円及び健康保険料 1,000円の計 5,000円が

控除され、手取額は１万円であった。申立期間のみ手取額が違ったというこ

とはなく、申立期間も継続して厚生年金保険料が控除されていたのは間違い

ないので、申立期間も厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、勤務していたＢ社が厚生年金保険の適

用事業所ではなくなったため、昭和 28 年５月１日に同社で被保険者資格を喪

失した後、同社が同じ所在地で社名をＡ社に変えて新たに適用事業所となった

29 年７月１日に、再度被保険者資格を取得しており、申立期間の被保険者記

録が無い。 

しかし、同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間においても、Ｃ部



門の責任者として、Ｂ社と事業主を同じくするＡ社で継続して勤務していたこ

とが推認できる。 

また、申立人は、当時の給与額及び保険料控除額などの内訳を明確に記憶し

ており、申立期間も給与の手取額（１万円）は変わらなかったとしているとこ

ろ、申立期間当時に経理を担当していたとする前述の同僚は、「Ｃ部門の責任

者であった申立人の給与は、手取額で１万円程度はあったと思う。申立人は、

将来の独立開業に備え、毎月定額貯金をしており、当時申立人から給与に増減

があったという話は聞かなかったので、申立期間においても申立人の手取額は

変わらなかったと思う。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 29

年７月の社会保険事務所(当時)の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 29 年７月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間は適用事業所ではない。 

しかし、前述の同僚及び申立人の陳述から、申立期間にＡ社で勤務していた

者は５人以上であったことがうかがえ、同事業所は申立期間においても当時の

厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が所在不明のため確認することはできないが、事業主は、Ａ社が適用事業所

の要件を満たしていながら、申立期間について社会保険事務所に適用の届出を

行っていなかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年４月１日から 23年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたこと

とされている。しかし、脱退手当金という制度自体を知らなかったので、

脱退手当金は請求も受給もしていない。納得がいかないので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、Ａ社における厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和23年５月24日に支給決定され

ている。 

しかし、申立人は、「父親を早くに亡くしたために働き続けなければならな

い家庭環境だったので、Ａ社を退職後も別の会社で働くつもりだった。」と陳

述しているところ、オンライン記録によると、申立人は、脱退手当金の支給決

定日から約４か月後の昭和23年10月１日に別の事業所で被保険者資格を再取

得しており、申立人の陳述と符合する。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

時期に受給要件を満たし資格を喪失していることが確認できる女性従業員７

人（申立人を含む。）について脱退手当金の支給記録を調査したところ、支給

記録が有るのは２人のみであり、事業主による代理請求がなされた状況はうか

がえない。 

さらに、脱退手当金が支給されたとする額は法定支給額と 39 円相違してお

り、その原因は不明である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金 事案 11768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 33年３月１日から同年 10月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年３月１日

に、資格喪失日に係る記録を同年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年７月 27日から 33年２月１まで 

② 昭和 33年２月から同年 10月１日まで 

③ 昭和 33年 10月１日から 35年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間①について、Ｂ社には昭和 33年１月末まで勤務したのに、加入

記録は 32年７月 27日までとなっている。また、申立期間②はＡ社に、申立

期間③はＣ社にそれぞれ勤務したのに、両社における加入記録が無い。 

給与明細書は残っていないが、申立期間に給与から厚生年金保険料が控

除されていたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、複数の同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間

にＡ社で勤務していたことが推認できる。 

また、申立人が自身と同じ日に入社したとする同僚の一人は、「申立人は

正社員であった。正社員は、全員厚生年金保険に加入していた。」と陳述し

ている。 

さらに、申立人は、一緒に仕事をしたとする上司及び同僚計５人の名前を



挙げているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

５人全員の申立期間における加入記録が確認できる。 

なお、前述の申立人が自身と同じ日に入社したとする同僚は、昭和 33年

３月１日に被保険者資格を取得しており、同人は、「日付は覚えていないが、

入社日は確かに昭和 33 年２月中であった。しかし、入社日から資格取得日

までの１か月足らずの期間は試用期間であったと思う。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 33年３

月１日から同年 10 月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同日入社の同僚の

Ａ社における社会保険事務所の記録から、9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間当時の

事業主も既に死亡しているため、これらの者に確認することはできないが、

上記被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番が見当たら

ないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えら

れない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された

場合には、その後、被保険者資格喪失届も提出する機会があったこととなる

が、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考

え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行わ

れておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年３月か

ら同年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間のうち、昭和 33年２月から同年３月１日までの期間につ

いては、前述のとおり、当時、Ａ社では、試用期間があったことがうかがえ

ることから、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

２ 申立期間①について、申立人は、申立期間も継続してＢ社に勤務し、給与

から厚生年金保険料が控除されていたと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、昭和 33 年６月に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、申立期間当時の事業主は連絡先不明である上、申立人が事業責任

者であったとする同僚は既に死亡しているため、これらの者から申立人の申

立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することができない。 

また、オンライン記録において、申立期間にＢ社で厚生年金保険に加入し

ていることが確認できる者 10 人に照会し、７人（申立人が名前を挙げてい

る同僚３人を含む。）から回答を得たが、申立人が申立期間も継続して勤務



していたことをうかがわせる陳述は得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

３ 申立期間③について、申立人は、申立期間にＣ社で勤務し、給与から厚生

年金保険料が控除されていたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社は、昭和 59年３月に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、申立期間当時の事業主は連絡先不明である上、申立人が事業責任

者であったとする同僚と経理を担当していたとする同僚も連絡先不明のた

め、これらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状

況を確認することができない。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に加入記録の確認できる複数の者（申立人が名前を挙げている同僚二人を含

む。）に照会したが、回答を得られず、これらの者からも、申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 11769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録

を昭和 28 年８月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28年８月８日から同年９月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤

務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同

社には、昭和 22年４月１日に入社し、60年９月２日に退職するまで継続し

て勤務していたが、申立期間は、28 年８月７日頃に辞令が発令され同社Ｂ

支店から同社本店Ｃ部門に異動した時期であり、給与から厚生年金保険料も

継続して控除されていたと思うので、申立期間について、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した履歴原簿（人事記録）、雇用保険の加入記録及び同僚の陳述

等から判断すると、申立人が申立期間において同社に継続して勤務し（昭和

28年８月８日にＡ社Ｂ支店から同社本店に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 28

年９月の社会保険事務所(当時)の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、Ａ社から提出のあった健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届の控えにより、事業主が資格取得日を昭和 28 年９月１

日と届け出たことが確認できることから、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 11770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 61 年１月か

ら同年３月までは 36 万円、同年４月から平成元年 12月までは 38 万円、２年

１月から４年１月までは 34万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 61年１月１日から平成４年２月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況について年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤

務した期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額と比較して大幅に相違して

いることが分かった。 

申立期間のうちの一部期間の給与支払明細書を提出するので、正しい標

準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した昭和 62年５月、63年４月、平成３年２月、同年６月及び

同年９月から４年１月までの期間の給与支払明細書において確認できる報酬

月額及び保険料控除額から、申立人は、当該期間において、オンライン記録上

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額より多い保険料を給与から控除さ

れていることが認められる。 

また、申立期間のうち、昭和 61年１月から 62年４月までの期間、同年６月

から 63 年３月までの期間、同年５月から平成３年１月までの期間、同年３月

から同年５月までの期間、同年７月及び同年８月について、申立人から給与支

払明細書の提出が無いものの、「申立人と同職種であった。」とする同僚の保管

する給与支払明細書において、当該同僚に係るオンライン記録上の標準報酬月

額に見合う厚生年金保険料額より多い保険料が給与から控除されていること、

及び複数の同僚は、「申立期間に給与の減給及び事業の休業はなく、毎年４月



に昇給があった。」と陳述していること等を踏まえて総合的に判断すると、申

立人は、給与支払明細書を所持する期間と同様に、オンライン記録上の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料額より多い保険料を給与から控除されていた

ことが推認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、昭和 61 年１月から同年

３月までは 36万円、同年４月から平成元年 12月までは 38万円、２年１月か

ら４年１月までは 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明と回答しているが、申立人及び同僚が提出している給与支払

明細書において確認又は推認できる報酬月額、又は保険料控除額に見合う標準

報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が申立期間

の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、給与支払明細書で確認

又は推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務

所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 11771 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平成 14 年

10 月から 15 年３月までは 18 万円、同年４月から 18 年２月までは 22 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 20年 11月１日から 21年１月１日までの期間

について、標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年４月から同年６月までの期

間は標準報酬月額 34 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払わ

れていたと認められることから、申立人の当該期間における標準報酬月額に係

る記録を、34万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月１日から 21年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社における申

立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録されていた。厚

生年金保険料の控除額が記載された申立期間の給与明細書を提出するので、

調査の上、標準報酬月額の記録を実際の報酬月額に見合うように訂正してほ

しい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成８年６月１日から 21 年１月１日までの期間に係る年金記録

の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、特例的

に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日に

おいて保険料徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下｢厚生年金特例法｣

という。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という

厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間にお

いて、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断する



こととしている。 

申立期間のうち、平成８年６月１日から 20年 11月１日までの期間について

は、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるこ

とから、厚生年金特例法を、同年 11月１日から 21年１月１日までの期間につ

いては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間で

あることから、厚生年金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

申立期間のうち、平成８年６月１日から20年11月１日までの期間については、

厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書に

おいて確認できる保険料控除額から、申立期間のうち、平成 14 年 10 月から

15年３月までは 18万円、同年４月から 18年２月までは 22万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明である旨回答しているものの、給与明細書において確認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準報酬月額が長期

にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に見合う報酬月額

を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成８年６月から 14年９月までの期間及び 18年３

月から 20年 10月までの期間については、申立人が提出した当該期間に係る給

与明細書において確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額がオンライン記

録上の標準報酬月額を超えていることが確認できるものの、当該給与明細書に

おいて確認できる厚生年金保険料の控除額に見合う標準報酬月額はオンライ

ン記録上の標準報酬月額と一致、又は下回っており、厚生年金特例法による保

険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

次に、申立期間のうち、平成 20年 11月１日から 21年１月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、オンライン記録において 30 万円と記録され

ている。しかし、申立人提出の給与明細書によると、標準報酬月額の決定の基

礎となる20年４月から同年６月までの期間は標準報酬月額34万円に相当する

報酬月額が、事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における当該期間の標準報酬月額に係る記録を、

34万円に訂正することが必要である。 



大阪厚生年金  事案 11772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ部における資

格取得日に係る記録を昭和 28 年４月１日に、同社Ｄ部における資格取得日に

係る記録を 30年５月 21日にそれぞれ訂正し、申立期間の標準報酬月額を、28

年４月は 8,000 円、30 年５月及び同年６月は１万 4,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 28 年４月の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、事業主は、申立人に係る昭和 30 年５月及び同年６月の厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年４月１日から同年５月 11日まで 

② 昭和 30年５月 21日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回答を得た。昭和

28年４月１日にＥ社（現在は、Ｂ社）に入社し、社命によりＡ社Ｃ部に配属

となった。その後、同社Ｄ部へ異動したが、退職するまで同社に継続して勤

務していたのは間違いない。申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｅ共済会（以下「共済会」という。）提出の人事記録、

同僚の陳述及び雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間においてＡ社Ｃ部

に勤務していたことが確認できる。 

また、共済会は、「申立期間当時の試用期間制度の有無、及び保険料控除に

ついては、資料が無いので詳細は不明であるが、厚生年金保険と同じ取扱いの

自社年金においては、申立期間も受給対象期間となっているので、厚生年金保



険についても、申立人の入社月である昭和 28 年４月から保険料を控除してい

たかもしれない。」旨陳述しているところ、共済会提出の自社年金に係る受給

申込書によると、事業場処理欄には、「昭和 28 年４月１日入社、平成２年 11

月 20日退職、勤続 37 年８月（ただし、最後の１か月は 20日まで）」と記載さ

れており、申立期間も当該自社年金の受給対象期間に含まれていることが確認

できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ部における昭和

28年５月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、共済会提出の人事記録、申立期間当時の総務担当者の

陳述及び同僚の記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務

し（昭和 30 年５月 21 日にＡ社Ｃ部から同社Ｄ部に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ部における昭和

30 年７月の社会保険事務所の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

一方、Ａ社Ｄ部に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、

同事業所は、昭和 30 年７月１日に適用事業所となっており、それより前は、

申立期間を含めて適用事業所としての記録が無い。しかし、申立期間当時の総

務担当者及び同僚の陳述によると、当該事業所は、申立期間において５人以上

の従業員が勤務していたことが推認できることから、当時の厚生年金保険法に

定める適用事業所の要件を満たしていたものと考えられる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る厚生年金保険の届出について、適正に行われていなかった

としている上、事業主は、申立期間において適用事業所としての要件を満たし

ていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていないことが認められるこ

とから、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



大阪厚生年金  事案 11773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、55 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準賞与額に係る記録を 55 万 3,000 円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 20日 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、平成 17 年 12

月 20 日に支給された賞与について記録が無いとの回答をもらった。賞与支

払の事実が確認できるＡ社の賞与支給明細書を提出するので、賞与から保険

料が控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準賞与額については、Ａ社が提出した平成17年12月20

日の賞与支給明細書及び賃金台帳により、厚生年金保険料が賞与から控除され

ていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそ

れぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上述の賞与支

給明細書及び賃金台帳により確認できる保険料控除額から、55 万 3,000 円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事

務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないとしていることから、

社会保険事務所は、申立人が主張する平成 17 年 12 月 20 日の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 11774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成８年 10月から 18年８月までの期間及び 19年６月から 20年８月までの期

間は 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10月１日から 20年９月１日まで 

「ねんきん定期便」で厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間の標準報酬月額が、実際に給与から控除されていた厚生年

金保険料額に見合う標準報酬月額よりも低額になっている。給与明細書を提

出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。  

したがって、申立期間のうち、平成 12年４月から同年 12月までの期間、15

年１月から同年４月までの期間、同年６月から同年８月までの期間、同年 12

月、16年２月から同年 12月までの期間、17年１月から 18年８月までの期間

及び 19年６月から 20年８月までの期間の標準報酬月額については、申立人提

出の給与明細書及び事業主提出の賃金台帳において確認できる報酬月額及び

保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 12年１月から同年３月までの期間、15年５月、



同年９月から同年 11月までの期間及び 16年１月については、給与明細書及び

賃金台帳等の資料は無いものの、申立人は、12年、15年及び 16年の源泉徴収

票を提出しており、当該期間の標準報酬月額については、源泉徴収票で確認で

きる社会保険料等の金額から算出した標準報酬月額は、給与明細書等で確認で

きる前後の保険料控除額に見合う標準報酬月額とほぼ一致している上、給与明

細書等で確認できる保険料控除額は、当該期間の前後において一定であり、当

該期間についても同額の保険料が控除されていたと推認できることから、当該

期間の標準報酬月額は 22万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成８年 10月から 11年 12月までの期間及び 13

年１月から 14年 12月までの期間については、事業主は、「平成８年頃から 20

年まで申立人の報酬月額は変わっておらず、業務内容及び勤務形態等について

も同じであった。その頃から私の誤りで、標準報酬月額を 20 万円で届出しな

がら 22万円に見合う保険料を控除していた。」旨陳述しており、申立人の標準

報酬月額は、当該陳述のとおり、８年 10月から 20年８月までの期間は、オン

ライン記録から 20万円であることが確認できる。 

加えて、申立人提出の「市民税・県民税特別徴収税額の通知書」及びＢ市提

出の「所得照会回答書」に記載されている社会保険料控除額は、いずれの年次

も、オンライン記録上の標準報酬月額に基づく社会保険料控除額（厚生年金保

険料、健康保険料及び雇用保険料）を１等級上回る額となっていることから、

当該期間の標準報酬月額は 22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は事務過誤を認める陳述をしていることから、事業主は、当該期間

の標準報酬月額について、給与明細書等において確認できる保険料控除額及び

報酬月額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

（当時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成18年９月から19年５月までの期間については、

給与明細書等で確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録

の標準報酬月額を上回る額となっているものの、保険料控除額に見合う標準報

酬月額はオンライン記録と一致していることから、記録訂正の必要は認められ

ない。 



大阪厚年年金 事案 11775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月２日から 41年６月３日まで 

             ② 昭和 42年 12月 20日から 43年６月６日まで 

    年金事務所の記録では、私がＡ社及びＢ社に勤務していた期間に係る脱退

手当金が支給済みとされている。 

    しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の元事業主は、「私が、社会保険事務を担当していたが、脱退手当金の

代理請求は行っていなかった。」旨回答している上、同社が厚生年金保険の適

用事業所でなくなった日（昭和 44年 12月８日）における健康保険厚生年金保

険被保険者名簿に氏名が確認でき、同日までに脱退手当金の受給要件を満たし

て資格を喪失した女性 17 人のうち、脱退手当金の支給記録が確認できる者は

申立人のみであることから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは

考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び②の間にあ

るＣ社に係る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求

となっているが、申立人は、同事業所に勤務していたことを明確に記憶してい

ることから、申立人がこれを失念して請求することは考え難い上、当該未請求

期間は、申立期間①及び②と同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理され

ているにもかかわらず、未請求となっていることは事務処理上、不自然である。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、脱退手当金の支給決定日とさ

れている昭和 43年 11月８日時点において、国民年金に任意加入し国民年金保



険料を納付している上、その後も、国民年金の加入期間について未納は無く、

厚生年金保険から国民年金への切替手続を適切に行っていることが確認でき、

年金を継続する意思がうかがえることから、申立人がその当時、脱退手当金を

請求する意志を有していたとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 

 



大阪国民年金 事案 5897 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年１月から 55年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から 55年３月まで 

私は、昭和49年12月に会社を退職後、国民年金に加入していなかったが、

54年又は 55年頃に未納のお知らせが届いたので、夫婦でＡ市役所へ出向き、

国民年金に加入した。その時、職員から、過去２年ないし３年分の未納期間

の国民年金保険料を遡って納付するように言われたので、手元の現金を集め

て、後日、夫婦の保険料を一緒に納付した。 

当時の領収証書は、豪雨で濡れてしまったので処分し、証拠となるものが

無く残念であるが、納付したことは間違いないので、申立期間に納付記録が

ないかよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金に加入当時、過去２年ないし３年分の未納期間の国民年

金保険料をその妻の分と一緒に納付したと申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻について国民年金の加入時期等を調査すると、申

立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 55 年７月に申立人の妻と連番で払い出

されている上、申立期間後の納付状況が夫婦同一であることから、夫婦一緒に

国民年金保険料を納付していたものと推認されるところ、申立人の妻の申立期

間における保険料も同様に未納となっている。 

また、申立人及びその妻に申立期間の国民年金保険料を納付したとする根拠

について改めて事情を聴取すると、未納期間の保険料を納付してほしい旨の連

絡があったことを覚えているので、納付しているはずであると陳述しており、

当時における納付書の具体的な入手方法、納付場所及び納付金額等について記

憶が曖昧であることから、納付期間を特定することができない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料について納付していたことを示

す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5898 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年７月から 47年３月まで 

私の妻は、昭和 41 年６月頃、Ａ市Ｄ区役所で夫婦二人分の国民年金の加

入手続を行い、年金手帳の２倍の大きさの台紙を夫婦二人分もらった。 

申立期間の国民年金保険料は、自宅に来ていた男性集金人に、一人 200

円の現金を夫婦二人分納付した後にシールをもらい、当該台紙に貼っていた。

昭和 43 年頃、Ａ市Ｅ区に転居後も同じように納付していたが、その後、Ｃ

市に転居したときは当該台紙をもらったか覚えていないと妻から聞いてい

る。現在、申立期間当時の家計簿を妻が保管しており、そこには国民年金保

険料額も記載されている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号

は、Ｃ市において、昭和 48年３月 26日に夫婦連番で払い出されていることが

確認できる上、申立人夫婦の所持する年金手帳の発行日はいずれも同年３月

10 日であることから、申立人夫婦は、同年３月頃に国民年金の加入手続を行

ったものと推定でき、41 年６月頃に、Ａ市Ｄ区で加入手続を行ったとする申

立内容と符合しない。  

また、当該加入時点において、申立期間のうち、昭和 41 年７月から 45 年

12 月までの国民年金保険料は制度上、時効により納付することはできない。

一方、46年１月から 47年３月までの保険料は過年度納付が可能であるが、申

立人夫婦の保険料の納付を担っていたとする申立人の妻は、遡って、申立期間

の保険料を納付した記憶はないと陳述している。 

さらに、申立人の妻は、Ａ市Ｄ区及び同市Ｅ区で国民年金の手続をした時に



年金手帳はもらっていないものの、年金手帳の２倍の大きさの台紙を用いて、

夫婦二人分の申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てているが、Ａ市

では、「昭和 36 年４月から 48 年３月までは国民年金手帳への印紙検認方式に

より国民年金保険料を収納していた。年金手帳を紛失した者が再発行を受ける

までの間、一時的な措置として、仮検認台紙（年金手帳を開いたときの大きさ）

を発行して、保険料を収納することはあったが、申立てのような長期間にわた

って仮検認台紙を使用していたとは考え難い。」としている。 

加えて、申立人の妻は、当時の家計簿を２冊所持しており、そのうち、昭和

41年６月から 44年までの月別に集計した家計簿を見ると、43年４月、同年６

月、同年７月及び同年 10月から 44年３月までの期間について、月ごとに「年

金 2,200」の金額の記載が確認できるが、当時の国民年金保険料額（月額）は、

36 年４月から 41 年 12 月までは 100 円、42 年１月から 43 年 12 月までは 200

円、44年１月から 45年６月までは 250円であることから、当該家計簿の記載

金額は、当時の保険料額と大きく異なっている。また、当該家計簿の他の月に

ついては、「税金、その他、年金」として、「4300、1800 又は 2200」の金額が

記載されているものの、申立人及びその妻に確認しても、その内訳、内容は不

明であり、この中に申立期間の国民年金保険料が含まれていることは確認する

ことはできなかった。さらに、日別に集計したもう 1冊の家計簿を見ると、保

険料の記載が見当たらず、申立人及びその妻に記載内容を確認したが、覚えて

いないと陳述している。        

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立期間は 69 か月と長期間であり、このような長期間にわたり

国民年金保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたとは考え難

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5899 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41年７月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年７月から 47年３月まで 

私は、昭和 41 年６月頃、Ａ市Ｄ区役所で夫婦二人分の国民年金の加入手

続を行い、年金手帳の２倍の大きさの台紙を夫婦二人分もらった。 

申立期間の国民年金保険料は、自宅に来ていた 50 歳ぐらいの男性集金人

に、一人 200円の現金を夫婦二人分納付した後にシールをもらい、当該台紙

に貼っていた。昭和 43 年頃、Ａ市Ｅ区に転居後も同じように納付していた

が、その後、Ｃ市に転居したときは当該台紙をもらったか覚えていない。現

在、申立期間当時の家計簿を保管しており、そこには国民年金保険料額も記

載されている。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人夫婦の国民年金手帳記号番号

は、Ｃ市において、昭和 48年３月 26日に夫婦連番で払い出されていることが

確認できる上、申立人夫婦の所持する年金手帳の発行日はいずれも同年３月

10 日であることから、申立人夫婦は、同年３月頃に国民年金の加入手続を行

ったものと推定でき、41 年６月頃に、Ａ市Ｄ区で加入手続を行ったとする申

立内容と符合しない。 

また、当該加入時点において、申立期間のうち、昭和 41 年７月から 45 年

12 月までの国民年金保険料は制度上、時効により納付することはできない。

一方、46年１月から 47年３月までの国民年金保険料は過年度納付が可能であ

るが、申立人夫婦の保険料の納付を担っていたとする申立人は、遡って、申立

期間の保険料を納付した記憶はないと陳述している。 

さらに、申立人は、Ａ市Ｄ区及び同市Ｅ区で国民年金の手続をした時に年金



手帳はもらっていないものの、年金手帳の２倍の大きさの台紙を用いて、夫婦

二人分の申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てているが、Ａ市では、

「昭和 36年４月から 48年３月までは国民年金手帳への印紙検認方式により国

民年金保険料を収納していた。年金手帳を紛失した者が再発行を受けるまでの

間、一時的な措置として、仮検認台紙（年金手帳を開いたときの大きさ）を発

行して、保険料を収納することはあったが、申立てのような長期間にわたって

仮検認台紙を使用していたとは考え難い。」としている。 

加えて、申立人は、当時の家計簿を２冊所持しており、そのうち、昭和 41

年６月から 44年までの月別に集計した家計簿を見ると、43年４月、同年６月、

同年７月及び同年 10月から 44年３月までについて、月ごとに「年金 2,200」

の金額の記載が確認できるが、当時の国民年金保険料額（月額）は、36 年４

月から 41 年 12 月までは 100 円、42 年１月から 43 年 12 月までは 200 円、44

年１月から 45年６月までは 250円であることから、当該家計簿の記載金額は、

当時の保険料額と大きく異なっている。また、当該家計簿の他の月については、

「税金、その他、年金」として、「4300、1800又は 2200」の金額が記載されて

いるものの、申立人及びその夫に確認しても、その内訳、内容は不明であり、

この中に申立期間の国民年金保険料が含まれていることは確認することはで

きなかった。さらに、日別に集計したもう 1冊の家計簿を見ると、保険料の記

載が見当たらず、申立人及びその夫に記載内容を確認したが、覚えていないと

陳述している。    

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

このほか、申立期間は 69 か月と長期間であり、このような長期間にわたり

国民年金保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたとは考え難

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5900 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年 11 月から 14 年３月までの国民年金保険料については、

学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 11月から 14年３月まで 

私は、詳細は覚えていないが、平成 11年 10月頃に国民年金の加入手続を

Ａ市役所で行ったと思う。 

平成 11 年 11 月から 14 年３月までは大学生だったので、Ａ市役所で学生

納付特例の手続をしたのに、全く記録に反映されず、未納期間となっている。 

10 年以上前のことで資料も無いが、間違いなく学生納付特例の手続をし

ているので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のオンライン記録を見ると、「手帳送付者」と記録されていることか

ら、資格取得の要件を満たした時に国民年金の加入手続が行われなかったため、

年金手帳の送付により職権適用されたものであることから、申立人自らがＡ市

役所で加入手続を行ったとする申立内容と符合しない。 

また、申立人は、申立期間について学生納付特例の手続を行ったと申し立て

ているが、学生納付特例は平成 12 年４月から新設された制度であるため、申

立期間のうち、11 年 11 月から 12 年３月までは学生納付特例の申請はできな

い。 

さらに、申立人は、平成 14 年３月に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

ており、同年同月は国民年金の被保険者期間ではないので、制度上、学生納付

特例の申請はできない。 

加えて、申立人がＡ市から転居した先であるＢ市に保管されている申立人に

係る国民年金被保険者名簿を見ると、申立人が平成 11 年 11 月 16 日に国民年

金の被保険者資格を取得し、14 年３月 1 日に資格を喪失している記載は確認

できるが、申立期間の納付記録は未納となっており、学生納付特例を行った旨



の記載は確認できない。 

このほか、申立人に数回、電話及び文書により聞き取り調査を試みたものの、

申立人とは連絡が取れず、申立人が申立期間に学生納付特例の申請を行ったと

する事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなか

った。 

また、基礎年金番号制が導入された平成９年１月以降は、記録管理の強化が

一層図られている上、申立人の申立期間に係る国民年金保険料が学生納付特例

により納付猶予されていたことを確認できる資料は無く、申立人の保険料の収

納及び記録管理における事務的過誤があったとは考え難い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5901 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年６月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年６月から 49年 12月まで 

申立期間当時、私はまだ学生だったが、Ａ市の広報車が国民年金加入の案

内をしていたので、Ｂ県に居る両親に相談の上で、Ａ市で加入手続を行い、

国民年金保険料を納付していた。 

その後、共済組合に加入したので年金手帳は不要だと思い、きちんと保管

していなかったので紛失してしまったが、申立期間の国民年金保険料は納め

ていたので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料を納付したと申し立てている。 

しかし、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号

番号は、昭和 50年 11月にＡ市で払い出されていることが確認でき、申立人の

手帳記号番号の前後の被保険者の記録から、申立人は、同年９月頃に国民年金

の加入手続を行ったと推定でき、45 年頃に加入手続を行ったとする申立内容

と符合しない。 

また、昭和 50年９月の加入手続時点において、申立期間のうち、45年６月

から 48 年６月までの国民年金保険料は時効により、制度上、納付することは

できない。 

さらに、昭和 48 年７月から 49 年 12 月までの国民年金保険料は過年度納付

が可能であるが、申立人は遡って保険料を納付した記憶はないと陳述している。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の納付状況についての

記憶が明確ではなく、当時の具体的な状況は不明であるため、申立人が申立期

間の国民年金保険料の納付を行ったとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな



周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

このほか、申立期間は 55 か月と長期間であり、このような長期間にわたり

国民年金保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたとは考え難

い。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5902 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 11 月から 45年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月から 45年３月まで 

    私は昭和 36年 10月から「Ａ社」という店に勤め始めたが、そこは個人経

営で厚生年金保険に加入していない事業所だったため、同年 11 月に国民年

金に加入した。加入手続は、自身でＢ市役所にて行い、国民年金保険料は３

か月ごとに、同市役所において印紙で納付していた。申立期間については間

違いなく保険料を納付しているので、調査の上、私の年金の納付記録を訂正

してほしい。        

          

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36年 11月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を

納付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、その夫と連番で

44 年９月 17 日に払い出され、被保険者資格を 40 年 11 月 18 日に遡って取得

していることが、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録から確認で

きる。この場合、申立期間のうち、36年 11月から 40年 10月までは未加入期

間となり、制度上、保険料を納付することはできず、同年 11 月以降の期間に

ついても、一部は時効となり、保険料を納付することはできない。 

 また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地に

おける国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。

 さらに、申立期間は 101 か月に及んでおり、これほど長期間にわたって、

行政機関が事務過誤を繰り返すとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書の控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年 10 月から 43年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 43年３月まで 

    私は、昭和 43 年１月末にＡ市からＢ市に転居し、同年２月に結婚した。

その後、Ｂ市役所から国民年金保険料の未納通知が届いたので、同年２月な

いし同年３月に、同市役所Ｃ出張所で送付された納付書により保険料を納め

た。当時、Ｄ業務の仕事をしており、６,000 円ぐらいなら納められると思

って納めた。Ｂ市では国民年金の手続を行った記憶はないが、以前住んでい

たＡ市でも納めていなかったので未納通知が来たと思う。その後、私の妻も

国民年金に加入したので、それ以降は妻が夫婦二人分の保険料を納めてくれ

た。 

    しかし、申立期間は未納とされており納得できない。調査の上、記録を訂

正してほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年１月末にＡ市からＢ市に転居し、その後、Ｂ市役所か

ら国民年金保険料の未納通知が届いたので、同年２月ないし同年３月に、送付

された納付書により、同市役所Ｃ出張所で申立期間の保険料を納めたとしてい

るが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号

は、44 年３月に夫婦連番で払い出されていることが確認できることから、こ

の頃に加入手続が行われたものと推認され、この時点では、申立期間の一部は

時効により保険料を納付できない期間となる。 

また、加入手続が行われたものと推認される時点において、申立期間の一部

については過年度納付が可能な期間となるが、Ｂ市によると、Ｂ市Ｃ出張所を

含めて市の窓口では過年度保険料を収納していなかったとしており、申立内容

とは符合しない。 



さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号について、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、当

時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認したが、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12年４月から 15年６月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12年４月から 15年６月まで 

    私は、平成 22 年９月に給付金を打ち切られたため、夫と共に市役所でＡ

種年金の支給を申請したが、夫については支給が認められたものの、私につ

いては国民年金保険料の納付要件を満たしていないため、支給を認められな

かった。それを契機に、改めてねんきん定期便で自身の過去の納付記録を調

べると、12年４月から 15年６月までが未納とされていることを初めて知っ

た。 

    しかし、平成 11 年度は私自身が免除申請を行い、私が病気になった 12

年度以降は夫が毎年度夫婦二人の免除申請を行っていたはずであり、記録で

も申立期間について夫は免除期間とされているのに、私だけが未納期間とさ

れているのは納得できない。免除期間でないならば納付書が送られてくるは

ずであるが、それが送られてきた覚えもないことから、当然免除されていた

ものと思っている。申立期間について、調査の上、記録の訂正を求めたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その夫が毎年度夫婦二人の免除申請を行った

としているが、オンライン記録によると、当該期間は申立人の夫についても、

申立人と同様に未納期間とされており、申立内容と一致しない。 

また、申立期間について夫婦二人の国民年金保険料免除の承認を受けるため

には、合計６回免除申請を行う必要があるところ、行政機関が夫婦二人分とも

に、３年度にわたり、連続して事務過誤を繰り返すとは考え難い。 

さらに、申立期間について国民年金保険料が免除されていることを示す関連

資料は無く、ほかに当該期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金 

保険料を免除されていたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5905 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年 11月から 55年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 11月から 55年 12月まで 

    資格取得の要件を満たしたことを契機に、父が、国民年金の加入手続をし

てくれた。 

    父は、自身と母の国民年金保険料とともに、私の保険料も納付していたと

しており、両親の保険料は納付済みとされている。 

    また、時期は定かではないが、父に頼まれて３人分の１か月分の国民年金

保険料として３万円程度を、Ａ市役所へ持参して納付したことを、母から聞

いたことがある。 

    申立期間に係る私の国民年金保険料を、父が納付したことは間違いないの

で、未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、Ａ市において、昭和56年３月10日に申立人の妹と連番で、

ともに同年１月 23 日を国民年金の任意加入被保険者資格の取得日として払い

出されており、制度上、任意加入被保険者については、資格取得日を遡及する

ことはできず、申立期間は国民年金の未加入期間となり、国民年金保険料を納

付することができない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

さらに、申立期間は５年２か月に及んでおり、これほど長期間にわたって国



民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも考

え難い。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付には関与

しておらず、これらを行ったとする申立人の父親は既に他界しており、申立期

間の保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見

いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5906（事案 4661の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 13年４月から 14年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月から 14年６月まで 

    私は、平成 13 年３月にＡ職の任期が満了し、翌月の同年４月から大学院

に通い始めた。 

    申立期間については免除申請を行わず、未納のままにしておいたが、平成

14 年７月にＢ職での勤務が決まり、収入のめどがついたので、その頃に、

申立期間の国民年金保険料を、市役所又は社会保険事務所(当時)のいずれか

の窓口でまとめて納付した。 

    当時の納付金額は 20 万円前後であり、私が銀行から預金を引き出して国

民年金保険料を納付したのに、申立期間が未納とされていることは納得でき

ない。 

    以上を、年金記録確認第三者委員会に申し立てたところ、認められないと

の回答を受けたが、その理由として、「保険料を納付する際の状況及び納付

書に関する内容等についての具体的な陳述を得ることができなかった。」と

あった。 

    しかし、今回、申立期間の国民年金保険料の納付のため、現金を引き出し

た通帳を見つけることができたので、その写しを提出する。再度審議してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が国民年金保険料を納付する

際の状況及び納付書に関する内容等についての記憶が曖昧であり、申立人から

は、納付したとする時期及び納付金額以外に具体的な陳述を得ることができな

かったこと、ⅱ）社会保険事務所における申立人の納付書発行記録を調査する

と、平成 20年８月４日に同年４月から 21年３月までの期間の納付書を発行し



て以降、22 年２月 18 日に同年４月から 23 年３月までの期間の納付書を発行

するまで、11 年２月から 12 年３月までの追納保険料納付書（平成 21 年２月

18日発行）を含めて、現在まで合計 10数回にわたり納付書を発行したことが

詳細に記録されているが、申立期間の納付書が発行されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらない上、申立人に対して当該納付書が発行された期間につ

いて、最近の期間を除き、それぞれ具体的な納付日とともに保険料の納付済期

間として記録されていることが確認できることから、これらの納付書発行記録

及び保険料の納付記録自体に特段不合理な点は認められないこと、ⅲ）基礎年

金番号が導入された９年１月以降は、特に保険料の収納事務の機械化等により

記録管理の強化が図られており、申立期間に係る保険料の納付記録が欠落する

可能性は極めて低いものと考えられること、ⅳ）申立人は、申立期間の保険料

を納付するために預金を引き出したと申し立てているが、その銀行名を特定す

ることができないほか、当該預金通帳は既に破棄したこと等により取引記録の

照会もできないと陳述していることなどから、既に当委員会の決定に基づき、

22年８月 27日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、再申立てに当たって、申立期間の国民年金保険料の納付の

ための現金を引き出したとする郵便貯金通帳の写しを、新たな資料として提出

している。 

そこで、当該通帳の写しを見ると、平成 13年２月 26日に６万円、同年３月

５日に 12万円及び同年同月 26日に 42万 3,000円が引き出された記録がある

ところ、申立人は、これらを資金として、申立期間の国民年金保険料を納付し

たとしている。 

しかし、当該通帳の写しからは、申立人が平成 13 年２月ないし同年３月当

時、約 60 万円の現金を保有していたことが確認できるものの、その具体的な

使途などについては明らかではないことから、これをもって、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付したことがうかがえるとは言い難い。 

以上のことから、今回提出の資料からは、当委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情等は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 50年生 

住    所 ：           

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年４月から９年３月まで 

はっきりとした加入手続の時期は覚えていないが、平成８年頃、当時、

懇意にしていた知人から国民年金のことを教えてもらったので、Ａ市役所へ

行き、手続をしたと思う。 

手続後、国民年金保険料を納付することが困難であったことから、申立

期間について、免除申請の書類をＡ市役所宛てに送付したはずである。 

ただし、免除申請に関する結果の通知などは届かなかった。 

申立期間が、免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、詳細な時期は定かではないが、平成８年頃、Ａ市において、国民

年金の加入手続を行い、１年間分の国民年金保険料の免除申請を行ったとして

いる。 

しかし、オンライン記録を見ると、申立人に対しては、その後の転居先であ

るＢ市において、基礎年金番号導入後の平成 13 年４月２日に、資格取得の要

件を満たした７年８月 26 日を国民年金被保険者資格の取得日として、初めて

基礎年金番号が付番されており、この付番時点において、申立期間の国民年金

保険料については、遡って免除申請することはできない。 

また、申立人は、加入手続後に、１年間分の国民年金保険料の免除申請を行

ったとするのみで、免除申請承認通知を受け取ったこと、及びその後、当該期

間について追納したかどうか分からないとするなど、陳述が明確ではない一方、

オンライン記録を見ると、申立期間より後の、平成 14年９月から 18年６月ま

での保険料について、免除申請した後、同年１月 26 日及び 19 年４月 18 日の

２回に分けて追納していることが確認できる。 



この点について、仮に申立期間の国民年金保険料について、免除承認が行わ

れていたとした場合、少なくとも、平成 18年１月 26日時点においては、申立

期間の保険料も追納することは可能であり、申立期間に係る保険料月額の方が、

後の追納期間に係る保険料月額より低いことなどを踏まえると、納付行動とし

ては不自然である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続をすることが可

能な国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏

名検索を行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続を行っ

たとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはでき

なかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 

 



大阪厚生年金 事案 11776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 26年２月１日から同年 11月 25日まで 

② 昭和 27年３月１日から同年３月２日まで 

③ 昭和 29年２月 11日から 31年１月 31日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険の

加入期間が脱退手当金支給済みとされている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、保険

給付欄に脱退手当金支給の記録が有り、資格期間、平均標準報酬月額及び支給

金額はオンライン記録と一致している上、脱退手当金の支給金額に計算上の誤

りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、前述の被保険者台帳及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳記号

番号払出簿によると、申立人の生年月日は、申立期間③に係る資格喪失後の昭

和 31年 12月４日に訂正されているが、当該訂正の処理日が脱退手当金支給決

定日の約１か月前であることを踏まえると、当該生年月日の訂正は、脱退手当

金の請求に併せて行われたと考えるのが自然である。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期



間の間に有る被保険者期間及び申立期間の後に有る被保険者期間がその計算

の基礎とされておらず、未請求となっている。しかし、申立期間の間に有る未

請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は、当初、申立期間の記号番

号とは別番号で管理されていたと考えられ、また、申立期間の後に有る未請求

の期間の同台帳記号番号は別番号で管理されていることが確認できることか

ら、当該一部未請求だけをもって不自然な請求であるとまでは言えない。 



大阪厚生年金  事案 11777 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32年７月５日から 40年２月 16日まで  

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社における厚

生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、脱退手当金受付簿を見ると、申立人の厚生年金保険被保険者記号番

号及び氏名が記載されており、厚生年金保険の被保険者資格の喪失日から約

10 日後の昭和 40 年２月 25 日に脱退手当金裁定請求書が受け付けられている

ことが確認できる上、脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無く、上記受付

簿の支給金額と一致しているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶がないというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 11778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 31年 10月２日から 35年８月 12日まで 

             ② 昭和 37年３月１日から 39年１月 20日まで 

             ③ 昭和 39年１月 21日から 40年２月 22日まで 

             ④ 昭和 40年８月 18日から 41年８月 30日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社（現在は、

Ｅ社）における厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとなっている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、申立人に係る厚生年金保険脱退手当金支給報告書を見ると、申立期

間の脱退手当金に係る支給対象期間、支給額及び支給年月日が記載されており、

また、その記載内容は、オンライン記録と一致している。 

さらに、申立人のＤ社における健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱

退手当金の支給を意味する「脱」の記載が確認できる。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から同年 10月５日まで 

② 昭和 39年 10月９日から 40年５月 22日まで 

③ 昭和 40年８月 10日から 43年３月 15日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社、Ｂ社及びＣ社における加入期間

が脱退手当金支給済みとなっている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立期間の脱退手当金は、Ｃ社で

の申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 43 年７

月５日に支給決定されていることが確認できる上、脱退手当金の支給額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11780 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32年３月１日から 39年８月 21日まで 

             ② 昭和 41年 10月 29日から 43年８月 25日まで 

    厚生年金保険被保険者期間について年金事務所に照会したところ、私が勤

務した期間のうち、Ａ社及びＢ社で勤務していた期間について脱退手当金

支給済みとの回答を受けた。 

      Ｂ社を退職後、脱退手当金の請求を行い、社会保険事務所(当時)に受け

取りに出向いたものの、脱退手当金の金額が少額であったため、その場で

受け取らずに帰宅した。 

私は、脱退手当金を受給していないので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社を退職後、申立期間に係る脱退手当金の請求を行い、社会保

険事務所に受け取りに出向いたことを陳述している一方、「脱退手当金が余り

にも少額であったため、受け取らなかった。受け取っていないのだから、申立

期間の年金記録を回復してほしい。」と申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には脱退手当金を支給したことを示す「脱」の表示が確認できるところ、

当該「脱」の表示が脱退手当金を受け取らなかったこと等により、取り消さ

れた旨(抹消を含む。)の記載は確認できない。 

また、管轄年金事務所は、脱退手当金を受け取らなかった場合には、脱退

手当金裁定請求書に「不受理により取り消す。」旨を記載していたと回答して

いるところ、申立人に係る脱退手当金裁定請求書は保存期限の経過により保

存されていないため、これを確認することができない。 



なお、申立人は、第２回特例納付制度及び過年度納付により、昭和 36 年４

月から 44年６月までの期間及び 49年 12月から 51年１月までの期間の国民年

金保険料を納付していることが認められるところ、当該納付記録は申立期間に

係る厚生年金保険被保険者期間と重なっていること、及び当該納付を行う直前

のＣ社での被保険者期間を除いた期間であることなどを踏まえると、申立期間

当時、申立人には脱退手当金を受給していたことを認識していた可能性を否定

できない。 

このほか、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情等

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 11781 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月１日から 45年 12月 28日まで 

             ② 昭和 46年５月１日から 48年１月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社及びＢ

社に勤務していた期間について、脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ｂ社を退職した時、脱退手当金の請求をしたこと及び受給した記憶もない

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないと申し立てている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名及び

押印が確認できる上、記載されている住所は申立人の当時の住所と一致し、支

払先は当該住所地に近い金融機関での隔地払（通知払）となっていることが確

認できる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、脱退手当金

支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然な点は見当たらな

い。 

このほか、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 11782 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年１月１日から 39年３月 21日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ社におけ

る被保険者期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ａ社を退職した時に脱退手当金の請求をしたことも、受給した記憶もない

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及びＡ社に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の氏名は、同社を退職した 13 日後

の昭和 39 年４月３日に旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間に係る

脱退手当金は同年４月 28 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手

当金の請求に併せて氏名変更の処理が行われたものと考えるのが自然である。 

また、前述の被保険者名簿の申立人の欄を見ると、脱退手当金を支給したこ

とを示す「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立人は、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格を喪失後、国民

年金の強制加入期間が有るが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の国民年金手帳記号番号が昭和 51 年９月に払い出されていることが確認でき

ることから、この頃国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、当該加入手

続を行うまで公的年金の加入歴が無い申立人が、申立期間に係る脱退手当金支

給当時、脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11783 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年 12月１日から 30年４月８日まで 

             ② 昭和 30年４月８日から 32年９月 16日まで 

             ③ 昭和 32年９月 16日から 33年１月 31日まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社（現在

は、Ｂ社）における厚生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みであると

の回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給してい

ないと申し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によれば、申立期間に係る脱退手当金は、

Ａ社Ｃ営業所での厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約７か月後の昭和

33 年９月３日に支給決定されているところ、申立期間当時は、通算年金制度

創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ厚生年金保

険を受給できなかったことから、申立人が脱退手当金を受給することに不自然

さはうかがえない。 

また、Ａ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申

立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が確認できるなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえず、このほか、申立人が脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11784 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月頃から 59年３月頃まで 

   年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間におけ

る厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回答を受けた。 

   厚生年金保険の被保険者記録が無いことに納得がいかないので、申立期間

について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由               

申立人は、申立期間において、Ａ社に在籍し、同社の元請事業所であるＢ社

で勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、申立期間中にＡ社において厚生年金保険被保険者記録が確認

できる複数の同僚を抽出して事情照会を行ったものの、具体的な陳述を得るこ

とができず、申立人の同社における在籍を確認することができなかった。 

また、Ａ社における当時の事業主に事情照会したものの、回答は得られず、

申立人の申立期間における保険料控除の状況について確認することができな

い。 

一方、申立人は、Ａ社へ同時期に入社し、一緒にＢ社で勤務していた複数の

同僚の名前を挙げているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において、当該複数の同僚に係る被保険者記録は確認できないことから、同

社は、申立人と同じ元請事業所で勤務させていた従業員を必ずしも厚生年金保

険に加入させていなかったことがうかがえる。 

また、申立期間中に申立人が勤務していたＢ社における現在の事務担当者は、

「申立期間当時、下請事業所の従業員を当社で厚生年金保険に加入させること

はなかった。」と回答している。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検



索を行ったが、申立人の申立期間に該当する記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11785 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年９月５日から同年 11月２日まで 

             ② 昭和 32年５月２日から同年８月 31日まで 

             ③ 昭和 32年 10月１日から 34年８月 20日まで 

④ 昭和 34年 10月１日から 35年９月 11日まで 

⑤ 昭和 36年１月 26日から 38年４月１日まで  

     日本年金機構から送付された「脱退手当金に関するお知らせ」を見ると、

Ａ社で勤務した申立期間①、Ｂ社で勤務した申立期間②、Ｃ社で勤務した申

立期間③、Ｄ社で勤務した申立期間④及びＥ社で勤務した申立期間⑤の厚生

年金保険の加入期間について、脱退手当金が支給済みと記載されている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかしながら、申立人のＡ社及びＢ社に係る厚生年金保険被保険者台帳(旧

台帳）を見ると、昭和 38年８月 17日付けで、脱退手当金算定のために必要と

なる標準報酬月額等を社会保険庁(当時)から管轄の社会保険事務所(当時)へ

回答したことを示す「回答 38.8.17 済」の押印が確認できる。 

また、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社に係るそれぞれの健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確

認できる。 

さらに、受給した記憶がないという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 



これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、申立人は、「Ｆ社を退職した後、厚生年金保険の制度によりお金が出

ると聞き、１万円程度のお金を受け取った。」旨陳述しているが、オンライン

記録を見ると、申立人のＦ社における厚生年金保険被保険者期間は脱退手当金

の未請求期間となっている上、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の申立人欄には脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が無く、また、

同社で脱退手当金を受給した場合の受給額は 3,024円であり、申立人の陳述と

符合しない。



大阪厚生年金 事案 11786 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 33年 12月１日から 34年６月 30日まで 

    社会保険事務所（当時）で年金記録を調査してもらったところ、申立期間

以外に新たに１か月ないし２か月の厚生年金保険被保険者記録が見つかっ

た。これらは小さな会社での記録であるが、申立期間のＡ社は大手の会社な

ので、厚生年金保険に加入していなかったとは考えられない。 

    申立期間はＡ社で勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の陳述から、時期は特定できないものの、申立人がＡ社で勤務し

ていたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、申立期間当時の資料を保存しておらず、申立人の申立期間

に係る勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

また、Ａ社における同僚の一人は、「申立期間当時の女性従業員は、入社し

てもすぐに辞める人が多かったので、入社後すぐには厚生年金保険に加入させ

ていなかった。また、厚生年金保険に加入しない女性従業員もいた。」と陳述

しているところ、オンライン記録を見ると、別の男性の同僚は、本人が記憶し

ている入社時期の 10か月後に資格を取得していることが確認できる。 

これらのことから、申立期間において、Ａ社は、必ずしも全ての従業員を厚

生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 39年９月 23日から 40年１月 10日まで 

             ② 昭和 41年３月 15日から同年５月 26日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち、申立期間①及び②の加入記録が無い旨の回答をもらった。 

    Ａ社では、昭和 39年２月から 41 年 10月まで途中で退職することなく継

続して勤務していたのに、申立期間が厚生年金保険に未加入とされているこ

とは納得できない。 

    申立期間も勤務し、給与から保険料を控除されていたと思うので、厚生年

金保険被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録及び申立人の夫（昭和 39 年２

月１日から 40年４月 26日まで、Ａ社で被保険者記録有り）の陳述から判断し

て、申立人がＡ社で継続して勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立期間②については、雇用保険の加入記録が確認できない。 

また、Ａ社は、申立期間当時の人事記録及び賃金台帳等の関係資料を保存し

ていないとしているため、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び保

険料控除の状況を確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に被保険者記録の有る元従業員に照会し７人から回答を得たが、そのうちの６

人は申立人を覚えておらず、残る１人も、申立人を覚えているものの勤務時期

等までは分からないとしているため、これらの者から申立人の申立期間①及び

②における勤務実態等を確認することもできない。 

加えて、回答のあった前述の７人の元従業員のうちの１人は、「Ａ社では、



厚生年金保険の加入は任意で選択できた。私も、厚生年金保険に加入していな

い期間があるが、その期間の給与から保険料は控除されていなかった。」と、

また、別の１人は、「申立人が所属していたＢ事業部の従業員の中には、厚生

年金保険に加入したくないと言う人も多かった。加入は任意で選択できたので

はないかと思う。」と陳述していることから、申立期間当時、Ａ社は、必ずし

も全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがう

かがえる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月１日から 47年７月 21日まで 

    Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたことと

されている。しかし、脱退手当金は請求も受給もしていないと思うので、調

査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名及び押

印が確認でき、住所欄には申立人が陳述する当時の住所が記載されているほか、

振込希望金融機関店舗名欄には、申立人がＡ社勤務時の給与の振込先であった

とする金融機関名が記載されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の欄

に脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が有るほか、脱退手当

金の支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然な点は見られ

ない。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、Ａ社で昭和 47年７月 21日に

被保険者資格を喪失した後、55 年３月１日に別の事業所で被保険者資格を再

取得するまで公的年金に加入しておらず、申立人が脱退手当金を受給すること

に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11789（事案 7513の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年５月１日から 36年４月 15日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、

Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金支給済みとの回答を受

けた。しかし、当時、脱退手当金という制度そのものを知らなかったし、請

求も受給もしていないので、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し

立てたが、脱退手当金の一連の事務処理に不自然さはうかがえない等として、

申立ては認められなかった。 

今回、Ａ社に勤務していた時の同僚二人の名前を思い出したので、同人

たちから当時の状況を聴取し、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の脱退手当金は、厚生年金保

険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和36年10月４日に支給決定され

ている上、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない、ⅱ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申

立人の氏名は、同年７月６日に旧姓から新姓に氏名変更されており、申立期間

の脱退手当金が同年 10 月４日に支給決定されていることを踏まえると、脱退

手当金の請求に併せて氏名変更が行われたと考えるのが自然である、ⅲ）申立

期間当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期

間がなければ年金は受給できなかったこと、及び申立人は申立期間の事業所を

退職後、56年１月まで厚生年金保険に加入していなかったことを踏まえると、

申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえないとして、既に当

委員会の決定に基づき、平成 22年８月 27日付けで年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 



今回、申立人は、前回と同様の主張をするとともに、Ａ社に勤務していた時

の同僚二人の名前を挙げ、当時の状況を聴取してほしいとして再度申し立てて

いる。 

しかし、当該同僚二人のうち、一人は既に死亡しており、もう一人は、「申

立人の脱退手当金の受給の有無については分からない。」と陳述しており、申

立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は得られなかっ

た。 

このほか、申立人から新たな資料及び情報の提出は無く、当初の申立人の主

張及び資料を再度検討しても、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していな

いものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11790 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から 10年２月１日まで 

私は、昭和 50年１月＊日の設立から平成 12年 10月＊日の解散まで、事

業主としてＡ社を経営してきた。社会保険事務所（当時）に厚生年金保険

の加入状況を照会したところ、同社における加入記録のうち、申立期間の

標準報酬月額が実際の給与額と大きく違っていることが分かった。納得が

いかないので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、

当初、59 万円と記録されていたところ、平成 10 年２月 24 日付けで、過去２

回の標準報酬月額の定時決定日（平成８年 10月１日及び９年 10月１日）を越

えて、８年３月１日に遡って 20万円に減額訂正されている。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿から、申立人が同社の代表取締役であったこ

とが確認できる。 

また、申立人は、「平成８年末頃から業績が悪化し、社会保険料を滞納して

いた。10 年頃、社会保険事務所において、社印と代表者印を持っているかと

尋ねられたので手渡したところ、社会保険事務所の職員が、何かの書類数枚に

押印し、滞納保険料の残額は免除すると言った。」と陳述しており、申立人が、

代表取締役として自身の標準報酬月額の減額訂正に関与していたものと考え

られる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間における標準報酬月額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11791 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年から 45年まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、申立期間の加入

記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業

所でＤ職の正社員として勤務していたので、厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の陳述から判断して、時期は特定できないものの、申立人が

申立期間当時にＡ社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ｂ社は、「申立期間当時の資料を保存しておらず、保険料控除の状

況等は一切不明である。」としている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

加入記録の確認できる者に照会したところ、複数の元従業員が、「Ｄ職の従業

員は、最初は見習として採用され、成績が上がれば正社員となった。見習社員

は厚生年金保険に加入しておらず、給与から保険料が控除されることもなかっ

た。」と陳述している。 

さらに、自身もＤ職であったとする元従業員の一人から提出のあった申立期

間当時の採用決定通知書、辞令及び給与明細書を見ると、当該元従業員は、最

初は見習として採用され、見習社員の間は給与から保険料が控除されていない

ことが確認できる上、正社員となってからも２か月間は保険料が控除されてお

らず、同人のＡ社における被保険者資格の取得月と一致する３か月目の給与か

ら初めて保険料が控除されていることが確認できる。 

これらのことから、申立期間当時、Ａ社では、必ずしも全てのＤ職の従業員

を厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 



加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 11792 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年９月１日から 55年３月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について年金事務所に照会したところ、Ａ社（現

在は、Ｂ社）で勤務していた期間のうち、申立期間の加入記録が無い旨の回

答をもらった。私は、昭和 54 年９月１日から 56 年１月 30 日まで同社に継

続して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における商業登記簿の役員欄により、申立人は申立期間のうち、昭和

54 年 10 月 25 日から申立期間後の 56 年１月 31 日まで同社取締役として勤務

していたことが確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは昭和 55 年３月１日であり、申立人は同日に被保険者資格を取得して

いるところ、同日より前の申立期間は適用事業所ではなかったことが確認でき

る。 

また、申立人が記憶するＡ社の代表取締役二人は、申立期間の厚生年金保

険の記録が無く、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 55 年３月１

日に被保険者資格を取得していることがオンライン記録により確認できる。 

さらに、Ａ社の取締役及び経理担当者であった者は、「Ａ社が厚生年金保険

の適用事業所になるまでは、従業員を厚生年金保険に加入させていなかったし、

給与から厚生年金保険料も控除していない。また、厚生年金保険に加入してい

ない期間については、国民年金に加入していた。」旨陳述しているところ、申

立人を除く同社の役員６人のうち５人は、申立期間に国民年金に加入しており、

そのうちの３人は、国民年金保険料を現年度納付していることが特殊台帳の記



録により確認できる。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による

検索を行ったが、申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録を確認

することはできない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無

く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11793 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年６月 12日から 35年１月５日まで 

    厚生年金保険被保険者期間について、年金事務所に照会したところ、Ａ社

に勤務していた期間に係る厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金

支給済みとの回答をもらった。 

脱退手当金を請求及び受給した記憶はないので、申立期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金請

求した記憶はなく、受給もしていないとしている。 

しかし、申立人に対しては、申立期間後の別の厚生年金保険被保険者期間に

ついても脱退手当金が支給されているが、その際、仮に申立期間の脱退手当金

が支給されていなければ、申立期間も合わせて請求手続がとられるべきところ、

申立人は申立期間後の厚生年金保険被保険者期間のみ手続をしたと主張して

いることを踏まえると、申立期間については既に脱退手当金が支給されている

ものとして、請求手続が行われたものと考えるのが自然である。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない上、当時は、通算年金制度創設前であ

り、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給できなかっ

たことから、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶がないというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11794 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月１日から 51年７月１日まで 

私は、昭和 41年４月１日にＡ社へ入社してから、51年６月末に退職する

までの間、給与が減額となったのは、49 年４月に外勤から内勤へ異動とな

った時に２万円程度の減額があっただけで、それ以外の期間については、給

与が減額されたことはないので、申立期間の記録を正しい標準報酬月額に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、その業務を受け継いだＢ社は、「継

承時に在職していた職員の記録は残っているが、それまでに退職している職員

の資料等は引き継いでおらず、不明である。」旨回答している。 

また、Ａ社において、申立人と同じ昭和 41 年４月１日に資格を取得し、申

立期間も厚生年金保険被保険者記録の継続している同年代の同僚３人の申立

期間当時の標準報酬月額の推移を検証したところ、いずれも申立人と同じよう

に、標準報酬月額は増額及び減額を繰り返しながら推移しており、申立人のみ

が減額されている事実はうかがえない。 

さらに、Ａ社が加入していたＣ厚生年金基金から提出された申立人に係る標

準報酬月額の記録は、オンライン記録と一致していることが確認できる上、同



社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を見ても、申立人の標準

報酬月額が遡及して訂正された形跡は認められず、記録に不自然な点も見当た

らない。 

なお、申立人は、参考資料として、Ａ社において同僚であった申立人の妻の

標準報酬月額の記録を提出しているものの、申立人の妻の入社時期（申立人の

７年後）及び被保険者期間（約２年５か月）は、申立人の入社時期及び被保険

者期間とは異なっており、標準報酬月額の推移を比較するには適さないものと

考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 11795 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32年７月８日から 33年８月 11日まで 

② 昭和 33年８月 11日から同年 10月 31日まで 

③ 昭和 34年 11月１日から 35年１月 30日まで 

④ 昭和 35年１月 30日から 40年３月５日まで 

日本年金機構から脱退手当金の受給を確認するはがきが送付されてきた

ところ、私が勤務した期間のうち、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社における厚生

年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとの記載があった。 

脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかしながら、申立期間に係る最終事業所であるＤ社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記載されている上、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、Ｄ社にお

ける厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の昭和 40 年６月９日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間であ

る４回の被保険者期間は同一番号で管理されているにもかかわらず、申立期間

後の被保険者期間は別の番号となっており、脱退手当金を受給したために番号

が異なっているものと考えるのが自然である上、ほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立



期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまでは言えない。 



大阪厚生年金 事案 11796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年３月 21日から 33年１月 31日まで 

             ② 昭和 34年１月５日から 36年３月 16日まで 

日本年金機構から送付された脱退手当金の受給を確認するはがきにより、

申立期間について、脱退手当金が支給済みとなっていることを知った。しか

し、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかしながら、申立人が勤務していた事業所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の申立人が記載されているページとその前後６ページに記載され

ている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日である昭和

36年３月の前後４年以内に資格を喪失した者 23人の脱退手当金の支給記録を

確認したところ、18人に脱退手当金の支給記録があり、うち 14人が約５か月

以内に支給されている上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえる

と、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、脱退手

当金が支給決定される直前の昭和 36年４月 28日付けで、脱退手当金算定のた

めに必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁

に回答したことを示す「回答済」の表示が確認できる上、申立人の脱退手当金

は、支給額に計算上の誤りは無く、被保険者資格の喪失日から約３か月後の同

年６月６日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ



ず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前に有る被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているものの、申

立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号は別番号で管理

されていることが確認できることから、当該一部未請求だけをもって不自然な

請求であるとまでは言えない。



大阪厚生年金 事案 11797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 30年３月１日から 33年５月 18日まで 

年金事務所から脱退手当金の受給を確認するはがきが送付されてきたと

ころ、私が勤務した期間のうち、Ａ社及びＢ社における厚生年金保険の加

入期間が脱退手当金支給済みとの記載が有った。 

Ｂ社に係る脱退手当金を受給した記憶はあるが、Ａ社に係る脱退手当金に

ついては、請求した記憶はなく、受給していないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手当金につい

ては、請求した記憶はなく、受給していないとしている。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄

には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申

立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、申立期間に係る脱退手当金は昭和 33 年 12月 25日に支給決定されて

いるが、当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険

者期間がなければ年金は受給できなかったのであるから、申立人が脱退手当金

を受給することに不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 11798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年７月１日から 14年５月 31日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社での私の厚生年金保険被保険者期間のうち、

申立期間に係る標準報酬月額が実際の報酬月額よりも低く記録されている

ので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間の

うち、一部の期間の被保険者記録が確認できる元社員は、「自身の給与額は、

年金記録の標準報酬月額とおおむね一致している。」旨陳述している上、オン

ライン記録において、申立期間に標準報酬月額を遡及して減額処理をした等の

形跡は見られない。 

また、Ａ社の商業登記簿から、申立人は、申立期間に同社の代表取締役であ

ったことが確認できるところ、上述の元社員は、「社員の給与額は社長である

申立人が一人で決定していたと思う。」旨陳述している上、同社に係る不納欠

損決議書の経過一覧から、申立人は、申立期間について、同社の代表取締役と

して社会保険事務所（当時）に複数回架電及び訪問し、滞納保険料の納付計画

をめぐり協議を重ねていたことが確認できる。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生



年金保険料の控除について確認できる関連資料等は見当たらない。 

これらの事情及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、当委員会では、特例法に基づき記録の訂正が認められるかを判断して

いるところであるが、同法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）

が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とす

ることはできない旨規定されている。  

仮に、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることができたとしても、申立人は、申立期間当時、上記のとお

り、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行してい

ないことを知り、又は知り得る状態であったと認められる場合」に該当すると

認められることから、申立期間については、同法に基づく記録訂正の対象とす

ることはできない。



大阪厚生年金 事案 11799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 12月１日から５年２月 25日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間のうち、申立期間に

係る標準報酬月額が、実際の報酬月額よりも著しく低く記録されている。 

私は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役であり、実際の報酬月額は 50 万

円であったにもかかわらず、標準報酬月額が 11万円に改竄
かいざん

されているので、

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初、

50 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなく

なった日（平成５年２月 25日）の後の平成５年３月５日付けで、４年 12月１

日に遡及して 11万円に減額訂正されたことが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿から、申立人は、申立期間当時、同社の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、当該標準報酬月額を引き下げる手続を行った覚えはない旨

主張しているが、申立人に係る健康保険の被保険者記録について、全国健康保

険協会は、「申立人は、平成５年２月 25 日から７年２月 25 日まで健康保険の

任意継続被保険者として健康保険に加入し、任意継続健康保険料の算定基礎と

なる当該期間の標準報酬月額は 11 万円である。」旨回答しており、申立人は、

Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日と同日の平成５年２月 25

日に健康保険の任意継続被保険者資格を取得し、減額訂正処理後の標準報酬月

額（11 万円）に基づく任意継続健康保険料を２年間納付していたことを踏ま

えると、申立人が、当該標準報酬月額の減額訂正処理を承知していなかったと

は考え難い。 



これらの事情等を踏まえると、申立人は、Ａ社の代表取締役として、申立期

間の標準報酬月額の減額訂正処理に同意していたものと認められ、平成５年３

月５日付けの標準報酬月額の減額訂正処理に関しても、社会保険事務所（当時）

が、代表取締役であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与もな

しに無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

これらの事情等を総合的に判断すると、申立期間に係る標準報酬月額につい

て、申立人は、会社の業務を執行する責任を負っている代表取締役として自ら

の標準報酬月額に係る記録訂正処理の無効を主張することは信義則上許され

ず、当該期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 38年８月１日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた申立期間が厚生年金保険

の未加入期間とされている。 

しかし、私は、中学校を卒業後、Ａ社に正社員として入社し、Ｂ業務従事

者として勤務し、途中から配られるようになった給与明細書で厚生年金保険

料が控除されていた記憶があるので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶しているＡ社の所在地及び事業主名は、同社に係る商業登記簿

から確認できる同社の所在地及び代表取締役名と符合する上、申立人提出の

「Ｃ職従業員手帖」の記載事項及び同社の事業主の次男の陳述から、申立人は、

申立期間について同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所とし

ての記録は見当たらない上、同社の事業主、当該事業主の次男及び申立人が同

僚として名前を挙げた者の厚生年金保険被保険者記録も見当たらない。 

また、Ａ社の事業主の次男は、「厚生年金保険に加入していなかったので、

事業主であった母親及び私を含め、従業員は誰も厚生年金保険に加入していな

い。また、賃金台帳及び給与明細書等は引き継いでいないが、申立人を含め、

従業員の給料から厚生年金保険料及び税金等を控除していなかったと思う。」

旨陳述している。 

さらに、Ａ社の申立期間当時の事業主は既に死亡しており、事業主の次男は、

上述のとおり、申立期間の賃金台帳等の資料を引き継いでいないとしているこ

とから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除の状況等について確認で



きない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、オン

ライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、

申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11801 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27年 11月１日から 28年６月９日まで 

             ② 昭和 28年８月３日から 29年２月 27日まで 

             ③ 昭和 29年５月１日から 35年２月 21日まで 

             ④ 昭和 35年２月 21日から同年６月 21日まで 

             ⑤ 昭和 35年６月 21日から 40年４月４日まで 

    年金事務所の記録では、私がＡ社（申立期間①）、Ｂ社（申立期間②）、

Ｃ社（申立期間③及び⑤）及びＤ社（申立期間④）に勤務した期間に係る脱

退手当金が支給済みとされている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はあるが、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はあるが、受給してい

ないと主張している。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立期間に係

る脱退手当金が、支給決定される直前の昭和 40 年５月７日付けで、脱退手当

金の算定のために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱

退手当金の裁定庁へ回答したことを示す「40.５.７回答済」の表示が確認でき

る。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退

手当金を支給したことを示す「退」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱

退手当金は、支給金額に計算上の誤りは無く、同社での申立人の厚生年金保険

被保険者資格の喪失日から約５か月後の昭和 40 年９月１日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないことから、申立人の請求



に基づき、申立期間に係る脱退手当金の裁定処理が行われたものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立人については、申立期間⑤

の後に有る被保険者期間（昭和 40年７月１日から同年８月 26日まで）が支給

決定日とされている昭和 40 年９月１日の時点においてその計算の基礎とされ

ておらず、未請求となっているものの、上記のとおり、申立人の厚生年金保険

被保険者台帳（旧台帳）の記載により、社会保険庁から裁定庁への回答年月日

は当該被保険者期間よりも前であることが確認でき、請求手続が当該未請求期

間よりも前に行われたことがうかがえ、また、当該未請求となっている期間は、

申立期間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されていたこと

を踏まえると、当該一部未請求だけをもって不自然な請求であるとまでは言え

ない。



大阪厚生年金 事案 11802 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年７月１日から 35年９月 30日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間に

係る脱退手当金が支給済みとされている。 

しかし、私は、脱退手当金を請求しておらず、受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求しておらず、受給していないと

している。 

しかし、Ｂ社では、「脱退手当金の請求について、当時の担当者に確認した

ところ、当社としては関与していないが、各自で請求手続を行っていたはずと

のことだった。」と回答しているところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人が記載されたページを含む合計６ページに記載さ

れた女性のうち、申立人と同一時期（おおむね２年以内）に脱退手当金の受給

要件を満たして厚生年金保険被保険者資格を喪失した女性 21 人（申立人を含

む）について、脱退手当金の支給記録を調査したところ、申立人を含めて 14

人に支給記録が確認でき、そのうち連絡がとれた同僚は、「脱退手当金は受給

している。母が代わりに手続したと思う。」旨陳述していることから、同社に

おいて、当時、脱退手当金の請求手続が女性退職者に周知されていた状況がう

かがえる。 

 また、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立人が脱退手当金を

受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申

立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11803 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年９月１日から 28年 11月 21日まで 

14年又は 15年ぐらい前に厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当

時）に照会したところ、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間に係る脱退手

当金が支給済みとされていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

   しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄には、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱手」と記されているほか、支給額、資

格期間等が記載されており、その内容はオンライン記録と一致していることが

確認できる上、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さは見られない。 

また、前述の旧台帳及びオンライン記録から、申立期間に係る脱退手当金の

支給決定日は昭和 29 年９月７日であることが確認できるところ、当時は通算

年金制度創設前であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金

が受給できなかったことから、Ａ社を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い

申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11804 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年２月８日から 33年８月 19日まで 

脱退手当金の確認はがきが送付されたので、厚生年金保険の加入状況を年

金事務所に照会したところ、Ａ社（当時は、Ｂ社）での厚生年金保険被保険

者期間に係る脱退手当金が支給済みとなっていることが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載され

たページを含む前後計６ページに記載された女性のうち、申立人と同一時期

（おおむね前後３年以内）に脱退手当金の受給要件を満たして厚生年金保険被

保険者資格を喪失した 20人（申立人を含む。）について、脱退手当金の支給記

録を調査したところ、13 人に支給記録が確認でき、そのうち申立人を含む 11

人が資格喪失後約６か月以内に支給決定されている上、当時は、通算年金制度

創設前であったことを踏まえると、申立人についても、その委任に基づき事業

主による代理請求がなされた可能性がうかがえる。 

また、前述のＡ社に係る被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給

されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、同社での申立人の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約３か月後の昭和 33 年 10 月 29 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立



期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間より前の被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となってい

るものの、当該未請求の被保険者期間は、申立期間とは別の厚生年金保険被保

険者台帳記号番号により管理されていることから、当該一部未請求だけをもっ

て不自然な請求であるとまでは言えない。



大阪厚生年金 事案 11805 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月 26日から 39年 11月 19日まで 

             ② 昭和 40年６月 25日から同年９月 30日まで 

             ③ 昭和 40年 10月１日から 44年１月 13日まで 

    脱退手当金の確認はがきが送付されてきたので、厚生年金保険の加入状況

を年金事務所に照会したところ、Ａ社、Ｂ社及びＣ社での厚生年金保険被保

険者期間に係る脱退手当金が支給済みとされていることが分かった。 

    しかし、私は、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人が申立期間に勤務した最終事業所であるＣ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを

示す「脱」の表示が確認できる上、申立期間に係る脱退手当金は、同社での申

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約４か月後の昭和 44 年４月 22

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、「Ｃ社を退職する前に、経理事務担当者から脱退手当金の

説明を受けたが、脱退手当金を請求した記憶はない。」旨陳述しているところ、

前述のＣ社に係る被保険者名簿に氏名が確認でき、オンライン記録において、

同社での厚生年金保険被保険者資格の喪失後に脱退手当金の支給記録が確認

できる同僚は、「申立期間当時のＣ社では、多数の女性が勤務しており、結婚

による退職者が多かったので、経理事務担当者が脱退手当金の説明を行ってお

り、会社が私の脱退手当金の請求手続を行ってくれた。」旨陳述している。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶がないという主張のほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11806 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険（当時は、労働者年金保険）被

保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 18年３月 24日から 19年６月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社（現在は、

Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。

昭和 18年３月 24日付けで同社から交付された辞令を提出するので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社提出の人事記録及び申立人提出の辞令から、申立人は、昭和 18 年３月

24日にＡ社に入社し、同社Ｃ営業所に配属され、19年３月 31日に同社Ｄ営業

所に異動した後、20年 10月 15日に同社を退職していることが確認できる。 

しかし、申立期間は、労働者年金保険法の適用期間であり、同法では、筋肉

労働者の男子工員のみが被保険者の対象とされていたところ、前述の人事記録

及び辞令には、申立人の職名が「Ｆ職」と記載されている上、申立人は、「Ａ

社Ｃ営業所及び同社Ｄ営業所では、Ｅ業務に従事していた。」旨陳述している

ことから、Ａ社は、申立人を申立期間に労働者年金保険の被保険者として取り

扱わず、昭和 19 年６月１日の厚生年金保険法施行により、男子の筋肉労働者

以外の従業員も被保険者の対象とする適用拡大が行われたことに伴い、同社Ｄ

営業所での申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得手続を行ったことがう

かがえる。 

また、申立人がＡ社Ｃ営業所の同僚として名前を挙げた者（既に死亡）は、

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同社Ｄ営業所での

申立人の被保険者資格の取得日と同じ日の昭和 19 年６月１日に被保険者資格

を取得していることが確認できる。 



さらに、Ｂ社は、「申立期間当時の賃金台帳等は残存しない。」旨回答して

いるため、申立人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、

オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行った

が、申立期間における申立人の被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 11807 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年５月１日から 37年３月 14日まで 

             ② 昭和 38年３月 28日から同年 10月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社（当時は、

Ｂ社）に勤務した期間の一部（申立期間①）及びＣ社（当時は、Ｄ社）に勤

務した期間の一部（申立期間②）の加入記録が無いとの回答を受けた。当該

２事業所には、直前まで勤務した事業所を退職後、期間を空けずに入社した

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の同僚の陳述から、入社時期は特定できないもの

の、申立人は、昭和 37年３月 14日以前から同社に勤務していたことが推認で

きる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社は、

申立人が同社で厚生年金保険被保険者資格を取得した日と同じ日の昭和 37 年

３月 14 日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用

事業所ではない。 

また、Ａ社に係る前述の被保険者名簿から、同社が適用事業所となった昭和

37年３月 14日に被保険者資格を取得していることが確認できる前述の同僚は、

「私及び申立人は、Ａ社での被保険者資格を取得するより前から同社に勤務し

ていたが、申立期間当時の同社は、社員数も少なかったので、厚生年金保険に

加入していなかったのだと思う。」旨陳述している。 

さらに、Ａ社は、「申立期間当時の人事記録及び賃金台帳は残存しないが、

申立期間は、当社が適用事業所になる前の期間であり、申立人の給与から厚生

年金保険料を控除していたとは考えられない。」旨回答している。 



このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、申立期間においてＣ社に勤務し、厚生年金

保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社は、

申立人が同社で厚生年金保険被保険者資格を取得した日と同じ日の昭和 38 年

10 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において適用

事業所ではない。 

また、Ｃ社に係る前述の被保険者名簿から、同社が適用事業所となった昭和

38年 10月１日に被保険者資格を取得していることが確認でき、所在が判明し

た４人に照会したところ、回答が得られた３人のうち、申立人のことを記憶し

ているとする２人は、「申立人の入社時期までは覚えていない。」としている。 

さらに、照会への回答が得られた前述の３人のうち１人は、「昭和 35 年 12

月からＣ社に勤務しているが、入社当初には、健康保険被保険者証が無かった

ので、入社から数年が経過した頃に、私が事業主に対して社会保険に加入して

ほしいと申し出た記憶がある。同社は、当該申出後に健康保険及び厚生年金保

険に加入したと思うので、同社での私の被保険者資格の取得日とされる 38 年

10月１日が不自然な記録であるとは思わない。」旨陳述している。 

加えて、Ｃ社は、「申立期間当時の人事記録及び賃金台帳等は残存せず、当

時の事務担当者は既に死亡しているが、申立期間は、当社が適用事業所になる

前の期間であり、申立人の給与から厚生年金保険料は控除していなかったと考

えられる。また、当時の事務担当者が残した厚生年金保険の取得・喪失年月日

を記入したノートには、申立人の取得年月日は『38．10．１』と記入されてい

る上、当該事務担当者は、非常に几帳面
きちょうめん

な性格であったと聞いているので、社

員の資格取得日と保険料控除月は一致していたはずである。」旨回答している。 

このほか、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


